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内閣府 

定住自立圏
構想の 

３つの視点 

政策 
分野 

施策名 概要 
定住自立圏に関する
取組に対する支援の

内容 

平成２６年度 
政府予算 

補助率 交付対象 

ア 
a,b,c,d,
e,f 

特定地域再生 
事業費補助金 

少子高齢化への対応など全国の地域に共通す
る重要な政策課題の解決に資する地域再生計
画の策定及び地域再生計画に基づく事業の実
施を支援する。 

採択にあたって、 
一定程度配慮 

200 
定額、 
１／２ 

都道府県、 
市町村等 

イ 
a,b,c,d,
e,f 

ウ a,b,c,d 

（単位：百万円） 

ア 生活機能の強化 イ 結びつきやネットワークの強化 ウ 圏域マネジメント能力の強化 

a 医療 a 地域公共交通 a 中心市における人材の育成 

b 福祉 
b デジタル・ディバイドの解消へ向けた
ICTインフラ整備 

b 中心市等における外部からの行政及
び民間人材の確保 

c 教育 c 道路等の交通インフラの整備 c 圏域内市町村の職員等の交流 

d 土地利用 
d 地域の生産者や消費者等の連携に
よる地産地消 

d  その他 

e 産業振興 e 地域内外の住民との交流・移住促進 

f その他 f  その他 

【定住自立圏構想の３つの視点及び政策分野】 
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総務省 

定住自立圏
構想の 

３つの視点 

政策 
分野 

施策名 概要 
定住自立圏に関する
取組に対する支援の

内容 

平成２６年度 
政府予算 

補助率 交付対象 

イ b 
情報通信利用 
環境整備推進 

交付金 

医療・健康福祉・教育等の高度な公共アプリ
ケーションの導入に資する超高速ブロードバン
ド基盤整備を実施する、過疎地・離島等を有す
る地方公共団体等に対し、事業費の一部を支
援する。 

採択にあたって、 
一定程度配慮 

510 １／３等 
条件不利地域
を有する市町
村 等 

（単位：百万円） 

ア 生活機能の強化 イ 結びつきやネットワークの強化 ウ 圏域マネジメント能力の強化 

a 医療 a 地域公共交通 a 中心市における人材の育成 

b 福祉 
b デジタル・ディバイドの解消へ向けた
ICTインフラ整備 

b 中心市等における外部からの行政及
び民間人材の確保 

c 教育 c 道路等の交通インフラの整備 c 圏域内市町村の職員等の交流 

d 土地利用 
d 地域の生産者や消費者等の連携に
よる地産地消 

d  その他 

e 産業振興 e 地域内外の住民との交流・移住促進 

f その他 f  その他 

【定住自立圏構想の３つの視点及び政策分野】 
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文部科学省 

定住自立圏
構想の 

３つの視点 

政策 
分野 

施策名 概要 
定住自立圏に関する
取組に対する支援の

内容 

平成２６年度 
政府予算 

補助率 交付対象 

ア c 

学校施設環境 
改善交付金 

（学校給食施設
整備事業） 

学校給食の普及充実及び安全な学校給食の実
施を図るため、公立の義務教育諸学校におけ
る学校給食施設の整備に要する経費の一部を
補助し、その促進を支援する。 

採択にあたって、 
一定程度配慮 

79,326百万円 
の内数 

１／２ 
１／３ 

都道府県、 
市区町村、 
一部事務組合 
等 

ア c 

公立学校におけ
る帰国・外国人
児童生徒に対す
るきめ細かな 
支援事業 

帰国・外国人児童生徒等の受入れから卒業後
の進路までの一貫した指導・支援体制の構築を
図るため、各自治体が行う公立学校への受入
促進・日本語指導の充実・支援体制の整備に
係る取組等を支援する。 

採択にあたって、 
一定程度配慮 

99 １／３ 
都道府県、 
指定都市、 
中核市 

（単位：百万円） 

ア 生活機能の強化 イ 結びつきやネットワークの強化 ウ 圏域マネジメント能力の強化 

a 医療 a 地域公共交通 a 中心市における人材の育成 

b 福祉 
b デジタル・ディバイドの解消へ向けた
ICTインフラ整備 

b 中心市等における外部からの行政及
び民間人材の確保 

c 教育 c 道路等の交通インフラの整備 c 圏域内市町村の職員等の交流 

d 土地利用 
d 地域の生産者や消費者等の連携に
よる地産地消 

d  その他 

e 産業振興 e 地域内外の住民との交流・移住促進 

f その他 f  その他 

【定住自立圏構想の３つの視点及び政策分野】 
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厚生労働省 

定住自立圏
構想の 

３つの視点 

政策 
分野 

施策名 概要 
定住自立圏に関する
取組に対する支援の

内容 

平成２６年度 
政府予算 

補助率 交付対象 

ア f 
水道施設 
整備事業 

水道事業又は水道用水供給事業を経営する地
方公共団体に対し、その事業に要する費用の
一部を補助することにより、安全で質が高く災
害に強い持続的な水道の確保を支援する。 

採択にあたって、 
一定程度配慮 

25,423 

１／２、 
１／３、 
１／４、 
４／１０、 

定額 

都道府県、 
市町村、 
一部事務組合 

（単位：百万円） 

ア 生活機能の強化 イ 結びつきやネットワークの強化 ウ 圏域マネジメント能力の強化 

a 医療 a 地域公共交通 a 中心市における人材の育成 

b 福祉 
b デジタル・ディバイドの解消へ向けた
ICTインフラ整備 

b 中心市等における外部からの行政及
び民間人材の確保 

c 教育 c 道路等の交通インフラの整備 c 圏域内市町村の職員等の交流 

d 土地利用 
d 地域の生産者や消費者等の連携に
よる地産地消 

d  その他 

e 産業振興 e 地域内外の住民との交流・移住促進 

f その他 f  その他 

【定住自立圏構想の３つの視点及び政策分野】 
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農林水産省 

定住自立圏
構想の 

３つの視点 

政策 
分野 

施策名 概要 
定住自立圏に関する
取組に対する支援の

内容 

平成２６年度 
政府予算 

補助率 交付対象 

イ e 
都市農村共生・
対流総合対策 

交付金 

都市と農山漁村の共生・対流を推進し、農山漁
村の持つ豊かな自然や「食」を観光、教育、健
康等に活用する地域の手づくり活動を支援する。 

採択にあたって、 
一定程度配慮 

2,100 
定額、 
１／２等 

地域協議会、
農業法人、 
ＮＰＯ 等 

イ ｅ 
農山漁村活性化
プロジェクト支援

交付金 

農山漁村活性化法に基づき市町村等が作成し
た定住・交流促進のための活性化計画の実現
に必要な施設整備を中心とした総合的取組を
支援する。 

採択にあたって、 
一定程度配慮 

6,540 
定額、 
１／２等 

都道府県、 
市町村、 
農林漁業者の
組織する団体 
等 

（単位：百万円） 

ア 生活機能の強化 イ 結びつきやネットワークの強化 ウ 圏域マネジメント能力の強化 

a 医療 a 地域公共交通 a 中心市における人材の育成 

b 福祉 
b デジタル・ディバイドの解消へ向けた
ICTインフラ整備 

b 中心市等における外部からの行政及
び民間人材の確保 

c 教育 c 道路等の交通インフラの整備 c 圏域内市町村の職員等の交流 

d 土地利用 
d 地域の生産者や消費者等の連携に
よる地産地消 

d  その他 

e 産業振興 e 地域内外の住民との交流・移住促進 

f その他 f  その他 

【定住自立圏構想の３つの視点及び政策分野】 
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経済産業省 

定住自立圏
構想の 

３つの視点 

政策 
分野 

施策名 概要 
定住自立圏に関する
取組に対する支援の

内容 

平成２６年度 
政府予算 

補助率 交付対象 

ア e 

対内直接投資等
促進地域経済活
性化事業（企業
立地促進基盤整
備事業） 

内外からの投資を呼び込み、地域の産業集積
を促進することで、経営資源の流入及び地域経
済の活性化を図るため、グローバル展開企業
の拠点立地及び施設整備を支援する。 

採択にあたって、 
一定程度配慮  

2,500百万円 
の内数 

１／２以内 民間団体等 

（単位：百万円） 

ア 生活機能の強化 イ 結びつきやネットワークの強化 ウ 圏域マネジメント能力の強化 

a 医療 a 地域公共交通 a 中心市における人材の育成 

b 福祉 
b デジタル・ディバイドの解消へ向けた
ICTインフラ整備 

b 中心市等における外部からの行政及
び民間人材の確保 

c 教育 c 道路等の交通インフラの整備 c 圏域内市町村の職員等の交流 

d 土地利用 
d 地域の生産者や消費者等の連携に
よる地産地消 

d  その他 

e 産業振興 e 地域内外の住民との交流・移住促進 

f その他 f  その他 

【定住自立圏構想の３つの視点及び政策分野】 
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国土交通省 
定住自立圏

構想の 
３つの視点 

政策 
分野 

施策名 概要 
定住自立圏に関する取
組に対する支援の内容 

平成２６年度 
政府予算 

補助率 交付対象 

ア 
a,b,c,d,e
,f 社会資本整備総合

交付金 

地方公共団体が作成した社会資本総合整備計画に
基づき、政策目的実現のための基幹的な社会資本
整備事業のほか、関連する社会資本整備等を総合
的・一体的に支援する。 

交付の判断にあたって、
一定程度配慮 

912,362 定額 
地方公共団体
等 

イ 
a,b,c,d,e
,f 

ア 
a,b,c,d,e
,f 

防災・安全交付金 

地方公共団体が作成した、命と暮らしを守るインフラ
再構築又は生活空間の安全確保を実現するための
「整備計画」に基づく取組について、政策目的実現
のための基幹的な社会資本整備事業のほか、関連
する社会資本整備等を総合的・一体的に支援する。 

交付の判断にあたって、
一定程度配慮 

1,084,057 定額 
地方公共団体
等 

イ 
a,b,c,d,e
,f 

イ a 地域公共交通確保
維持改善事業 

地域の活性化等の成長戦略も踏まえ、多様な関係
者の連携により、地域公共交通の確保・維持を図る
とともに、地域公共交通の改善に向けた取組みを支
援する。 

採択にあたって、 
一定程度配慮 

30,560 １／２等 

交通事業者等
（地域における
協議会の議論
を経て計画を
作成すること
が前提） 

イ a 

「コミュニティ・ 
レール」化への支
援（幹線鉄道等 
活性化事業 

（連携計画事業）） 

潜在的な鉄道利用ニーズが大きい地方都市やその
近郊路線等について、総合連携計画に基づき大幅
な利便性向上等を図る「コミュニティ・レール」化に係
る施設整備を支援する。 

採択にあたって、 
一定程度配慮 

970百万円の
内数 

１／３ 法定協議会等 

（単位：百万円） 

ア 生活機能の強化 イ 結びつきやネットワークの強化 ウ 圏域マネジメント能力の強化 

a 医療 a 地域公共交通 a 中心市における人材の育成 

b 福祉 
b デジタル・ディバイドの解消へ向けた
ICTインフラ整備 

b 中心市等における外部からの行政及
び民間人材の確保 

c 教育 c 道路等の交通インフラの整備 c 圏域内市町村の職員等の交流 

d 土地利用 
d 地域の生産者や消費者等の連携に
よる地産地消 

d  その他 

e 産業振興 e 地域内外の住民との交流・移住促進 

f その他 f  その他 

【定住自立圏構想の３つの視点及び政策分野】 
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